Ⅱ．具体的な取り組み項目

７．外国人技能実習制度、特定技能の適正な運用

基本的取り組み項目
＜自治体・監督署・出入国管理局・実習機構・地方議員への要請項目＞
[bookmark: _Hlk65491811]①外国人技能実習生、特定技能外国人の状況に関する情報公開…補強
外国人技能実習生について、死亡・失踪、監理団体や受け入れ企業（実習実施者）による不正行為の根絶、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等以上」の実効的な確保に向け、死亡・失踪や不正行為の事例、賃金水準などについて迅速に情報を公開し、適切な対応を行うこと。
特定技能外国人に関しても、死亡・失踪、登録支援機関や特定技能所属機関による不正行為の根絶などに向け、迅速な情報公開を図ること。

＜労働組合としての活動＞
②外国人材の生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条件と良好な職場環境・生活環境の確保に向けた労働組合としての働きかけ…補強
労働組合として、定期的に地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所との情報交換・意見交換を行っていく。外国人技能実習生、特定技能外国人の死亡・失踪、監理団体や登録支援機関、受け入れ企業による不正行為の状況、賃金水準、そしてコロナ禍において、安易な解雇が行われていないかなども含め確認していく。

背景説明
2020年10月末の厚生労働省「外国人雇用状況」によれば、コロナ禍の下においても、外国人労働者数は前年比4.0％増の1,724,328人となっています。中でも群馬、千葉、大阪、和歌山、高知では、前年比１割以上の増加となっています。このうち技能実習生は402,356人で前年比4.8％増、秋田、東京、神奈川、大阪、和歌山、高知、福岡、佐賀、長崎では１割を超える増加、沖縄は３割弱の増加となっています。また留学生は全体でマイナス3.7％減ですが、大阪では15.9％増、群馬では約２倍に増加しています。
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外国人技能実習制度については、法務省の「技能実習制度の運用に関するプロジェクトチーム」の報告書（2019年３月）でも明らかなように、外国人技能実習生の死亡・失踪、監理団体や受け入れ企業による不正行為が数多く発生しています。2017年の新しい制度発足以降も、団体監理型技能実習生の不法残留者は増加の一途をたどっています。
2019年11月、出入国在留管理庁は、「失踪技能実習生を減少させるための施策」を発表しましたが、失踪の主な原因を、賃金の不払いなど受け入れ企業側の不適正な取り扱いや、入国時に支払った費用の回収など技能実習生側の経済的な事情にあるとの認識に立って、
・失踪者を出した送出機関、監理団体、受け入れ企業に対し、帰責性などを踏まえて技能実習生の新規受け入れを停止。
・送出国におけるブローカー対策を促すなど、二国間取り決めに基づく対応の強化。
・失踪技能実習生を雇用した企業名の公表の検討。
・技能実習生からも処遇状況についてヒアリング。
・在留カード番号などを活用した不法就労の摘発の強化。
などを行うことにしています。地方出入国在留管理局・支局の受入れ環境調整担当官、外国人技能実習機構地方事務所・支所に対し、労働組合として強く問題意識を示していくことが、外国人材の生命の安全と国際人権規約の示す人権の保障、適正な賃金・労働諸条件、良好な職場環境・生活環境の確保にとって不可欠となっています。
なお、これらの諸機関が労働組合との情報交換・意見交換に応じない場合、必要な情報が提供されない場合には、金属労協本部に連絡します。
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2019年４月、新たな在留資格「特定技能」が導入されました。中小・小規模事業者をはじめとする人手不足の深刻化に対応するため、生産性向上や国内人材の確保のための取り組みを行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業分野において、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていくことになっており、現在、14分野（介護、ビルクリーニング、素形材産業、産業機械製造業、電気・電子情報関連産業、建設、造船・舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食業）で就労が認められています。対象産業（特定産業分野）として認められるためには、行われてきた生産性向上や国内人材確保のための取り組み、受け入れの必要性などを明示していく必要がありますが、実際にはほとんど根拠が示されていない産業も含まれています。2020年９月末時点で、受け入れは8,769人となっていますが、拙速に導入された制度によって外国人材に関する歪みがさらに拡大しないよう、労働組合として監視していくことが重要です。
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項　　　目2017年2018年2019年

監督指導5,9667,3349,455

　労働基準関係法令違反4,2265,1606,796

　　労働時間1,5661,7112,035

　　安全基準1,1761,6701,977

　　割増賃金の支払9451,0831,538

　　賃金台帳4484501,089

　　賃金の支払5264801,061

　　就業規則551596843

　　労働条件の明示541517732

　　衛生基準473556708

　　健康診断477497654

　　最低賃金の支払92178469

　　法令等の周知342341382

　　寄宿舎の安全基準148144162

資料出所：厚生労働省資料より金属労協政策企画局で作成。

資料46　外国人技能実習生の実習実施者

　　　に対する監督指導


image4.emf
(事業所)

機械金属 3,1022,134安全基準労働時間 衛生基準

68.8% 813 697479

食料品製造 1,5751,117安全基準労働時間 割増賃金

70.9% 442 349209

繊維・衣類 802550割増賃金労働時間 賃金台帳

68.6% 165 132115

建設 1,3171,048賃金台帳割増賃金 賃金の支払

79.6% 358 357290

農業 534378賃金の支払賃金台帳 安全基準

70.8% 119 10056

合　計 9,4556,796労働時間安全基準1977 割増賃金

71.9%2035 19771538

資料出所：厚生労働省資料より金属労協政策企画局で作成。

主な業種

監督指導実

施事業所

違反事業所

数

主な違反事項

資料47　主な業種別、外国人技能実習生の実習実施者に対する監督指導(2019年)
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技能実習生の待遇に関するもの 2,374

宿泊施設の不備（私有物収納設備，消火設備等の不備等）に関するもの 1,063

残業代が適切に支払われていなかったもの 747

計画どおりの報酬が支払われていなかったもの 401

食費，居住費，水道・光熱費等の技能実習生が負担する金額が適正でなかったもの 146

報酬の額が日本人と同等以上でなかったもの 15

帳簿書類の作成・備え付けに関するもの 2,258

技能実習の実施に関するもの 1,575

実習場所が計画と異なっていたもの 583

実習内容が計画と異なっていたもの 363

従事させる業務が適切でないもの 146

実習時間数が計画と異なっていたもの 121

計画に記載されている機械・器具・設備を使用していなかったもの 28

届出・報告に関するもの 953

技能実習を実施する体制・設備に関するもの 785

技能実習生に対する指導体制が不十分であったもの 401

技能実習指導員が適切に選任されていなかったもの 217

生活指導員が適切に選任されていなかったもの 56

技能実習責任者が適切に選任されていなかったもの 29

技能実習生の人数枠が基準を満たしていないもの 14

技能実習生の保護に関するもの 34

在留カード・旅券を預かっていたもの 15

貯蓄の契約をさせ，又は貯蓄金を管理する契約をしていたもの 1

私生活の自由を不当に制限していたもの 10

7,979

合　　　計

資料48　実習実施者における内容別の違反指摘件数(2019年度）

違　反　の　内　容

(注)1.14,970の実習実施者に対する実地検査による。具体的な違反の内容は、主要なもののみ。

　　2.資料出所：外国人技能実習機構資料より金属労協政策企画局で作成。


image6.emf
(人)

項　目特定技能１号特定技能２号都道府県人数都道府県人数都道府県人数都道府県人数

在留期間北海道401神奈川407大　阪449福　岡444

青　森38新　潟83兵　庫285佐　賀36

岩　手43富　山65奈　良26長　崎127

宮　城77石　川73和歌山22熊　本243

技能水準試験等で確認秋　田6福　井44鳥　取31大　分75

山　形14山　梨39島　根40宮　崎22

福　島55長　野186岡　山126鹿児島93

茨　城445岐　阜195広　島302沖　縄102

栃　木153静　岡262山　口39未定･不詳18

群　馬295愛　知718徳　島30

埼　玉474三　重180香　川159

千　葉784滋　賀87愛　媛91

東　京686京　都162高　知37総　数8,769

資料出所：法務省

家族の帯同

対象対象外

資料出所：ＪＩＴＣＯ

資料50　特定技能１号在留外国人数（2020年９月末現在）資料49  特定技能のポイント
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１年、６か月又

は４か月ごとの

更新、通算で上

限５年まで

試験等での確認

は不要

基本的に認めら

れない

受入れ機関

又は登録支

援機関によ

る支援

要件を満たせば

可能（配偶者、

子）

日本語能力

水準

試験等で確認
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修了した外国人

は試験等免除）

生活や業務に必

要な日本語能力

を試験等で確認

（技能実習２号を

修了した外国人

は試験等免除）
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前年比前年比前年比前年比前年比前年比

全国計1,724,3284.0402,3564.8306,557△ 3.7三重30,054△ 0.910,581△ 1.61,4897.8

北海道25,3634.013,4003.52,455△ 18.8滋賀20,011△ 0.24,940△ 4.9688△ 13.4

青森4,0654.22,5733.3211△ 8.7京都21,5606.85,3729.14,147△ 3.2

岩手5,4074.53,4051.531919.5大阪117,59611.623,03410.532,55115.9

宮城13,7971.54,411△ 1.34,358△ 1.0兵庫44,4418.212,4725.28,7100.7

秋田2,4029.01,35517.6140△ 12.5奈良6,0118.12,6347.95698.4

山形4,7445.52,6414.511113.3和歌山3,11510.91,41813.6154△ 18.5

福島9,9584.34,5264.81,058△ 4.0鳥取3,2504.11,7763.626012.6

茨城39,4796.015,2906.52,8766.9島根4,4055.32,0281.11996.4

栃木27,6060.88,3032.11,788△ 3.9岡山20,1432.89,6093.92,988△ 12.4

群馬44,45613.110,2340.96,071109.1広島37,7073.017,5332.25,365△ 1.1

埼玉81,7217.818,2727.012,686△ 4.3山口9,0726.54,2105.91,3161.3

千葉67,17711.215,7506.814,0275.5徳島4,9850.83,157△ 3.432811.9

東京496,9542.422,89711.3133,638△ 9.1香川10,4222.46,2750.98062.3

神奈川94,4893.214,04611.110,896△ 16.3愛媛10,4306.67,0625.8306△ 18.4

新潟10,427△ 0.04,3572.01,380△ 20.6高知3,47310.62,20912.0224△ 12.5

富山12,0271.56,2721.0330△ 4.6福岡54,9574.614,98510.119,872△ 2.5

石川10,696△ 2.35,558△ 1.91,164△ 10.0佐賀5,8237.43,05911.51,324△ 8.5

福井10,33913.34,6992.23124.7長崎6,1783.42,91210.01,143△ 10.6

山梨8,3602.41,9910.8507△ 6.5熊本12,9284.78,5006.5757△ 16.4

長野19,858△ 0.87,080△ 7.3953△ 18.2大分7,5913.03,9784.81,422△ 7.4

岐阜34,936△ 1.314,6262.32,044△ 1.6宮崎5,5199.83,8799.45179.8

静岡65,7341.815,8943.84,0330.9鹿児島8,7614.55,8612.4462△ 6.5

愛知175,114△ 0.044,2682.417,527△ 3.3沖縄10,7874.63,02429.12,076△ 22.6

資料出所：厚生労働省

資料44　外国人雇用状況（2020年10月末）
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うち技能実習
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うち留学
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62,81865,27066,49874,16782,89282,616

42,47844,16744,59247,39951,23951,049

5,9046,5186,9149,36612,42712,457

うち団体監理型１年目

2,4392,7412,8944,0155,3095,450

　　　　　　　 ２､３年

3,4133,7483,9885,3187,0486,925

　　　　　　　 ４､５年

－－004354

1,6331,9102,2864,2245,6885,964

3,4223,8074,1004,7085,5435,170

3,4333,2873,0922,9462,6872,621

5,9485,5815,5145,5245,3085,355

(注)1.「留学」には、不法残留となった時点での在留資格が「就学」であった者も含まれる。

　　2.資料出所：法務省資料より金属労協政策企画局 で作成。

日本人の配偶者等

その他

資料45　在留資格別の不法残留者数 の推移

総　数

短期滞在

技能実習

特定活動

留　学

在留資格

2016年

1月1日

2017年

1月1日

2018年

1月1日

2019年

1月1日

2020年

1月1日

2020年

7月1日


